
３．収入（所得）が確認できる書類を提出できない理由

２．収入（所得）が減少した年月

１．住民税非課税世帯相当の水準まで収入（所得）が減少した経緯と状況

収入（所得）に関する申立書

【記入日】令和 年 月 日

【申請者署名】

【住所】

令和○年○月

平塚市長

・㈱○○○○での請負（日雇）の仕事が少なくなり、収入が減ってしまった。

・㈱○○○で請負（日雇）の仕事をしていたが、仕事を失ってしまい求職活動をしてい

るが就労に至っていない。

・○○○関係の会社を経営しているが、○○○○で休業していた。

・○○○関係の会社を経営していたが、○○○○が理由で廃業した。

・給与明細書を紛失してしまい、再交付が困難。

給料は手渡しなので、通帳など収入を証明できる書類もない。

・収入がないため、証明できる書類を用意できない。

・給与明細書を紛失してしまった。再交付も難しい。

・源泉徴収票などの収入を証明できる物がない。

・この口座に振込まれている給料以外、収入はありません。

私の世帯は、電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金（追加分）

（家計急変世帯分）の申請において、予期せず家計が急変した影響により、

住民税非課税世帯相当の水準まで収入（所得）が減少したことを確認できる

書類が提出できないため次のとおり申し立てます。

記入例


